
 

日 薬 業 発 第 27 8 号 

令和６年 11 月８日 

都道府県薬剤師会 担当役員 殿 

 

日 本 薬 剤 師 会 

副 会 長  森  昌 平 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その 14） 

 

 

標記について、厚生労働省保険局医療課から別添のとおり連絡がありました

のでお知らせいたします。   

疑義解釈資料につきましては、令和６年６月 19 日付け日薬業発第 106 号（そ

の８）にてお知らせしたところですが、今般、別添のとおり追加の疑義解釈が

示されました。 

取り急ぎお知らせいたしますので、貴会会員へご周知くださいますよう宜し

くお願い申し上げます。 

なお、これら資料につきましては、以下の URL から閲覧が可能なほか、本会

ホームページにも後日掲載予定であることを申し添えます。 

 

 

〇「令和６年度診療報酬改定について」 

厚生労働省ホームページ > 政策について > 分野別の政策一覧 > 健康・医療 

> 医療保険 > 令和６年度診療報酬改定について 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00045.html 

 

 

 



 

事  務  連  絡 

令和６年 11 月５日 

 

 

地 方 厚 生 （ 支 ） 局 医 療 課 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）      御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部） 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

疑義解釈資料の送付について（その14） 

 

 

診療報酬の算定方法の一部を改正する告示（令和６年厚生労働省告示第 57 号）等につ

いては、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（令和６年３

月５日保医発 0305 第４号）等により、令和６年６月１日より実施することとしていると

ころであるが、今般、その取扱いに係る疑義解釈資料を別添１から別添３のとおり取りま

とめたので、本事務連絡を確認の上、適切に運用いただくようお願いします。 
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（別添３） 
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妥結率に係る報告関係 

 

【妥結率等に係る報告】 

問１ 「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについ

て」（令和６年３月５日保医発 0305 第５号）に掲げる様式２の４及び「特

掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」

（令和６年３月５日保医発 0305 第６号。以下「特掲診療料施設基準通知」

という。）に掲げる様式 85（以下、特段の指定がない場合は同様の様式を

指す）の各設問において該当する項目が複数ある場合は、全てを選択する

ことでよいか。 

（答）該当する項目が複数ある場合は、全て選択すること。 

 

問２ 様式 85 の「同一グループの保険薬局数」の「同一グループ」はどの範

囲まで属している会社が該当するのか。 

（答）特掲診療料施設基準通知の第 88 の２における「調剤基本料２の施設基準

に関する留意点」の（６）の規定により判断すること。 

 

問３ 設問２の(１)にある「価格交渉を代行する者」について、記載上の注意

の７に「医療用医薬品の共同購買サービスを提供する事業者、医療機関や

薬局に代わり卸売販売業者との価格交渉を行う事業者等」とあるが、具体

的にはどのような事業者が該当するのか。 

（答）「価格交渉を代行する者」の該当性については、以下により判断すること。

なお、判断について疑義が生じる場合は、厚生労働省が設置している流通改

善ガイドラインの相談窓口に照会すること。 

 

   ○価格交渉を代行する者の該当性 

事業者が次のいずれかに該当する場合、「価格交渉を代行する者」とす

る。なお「同一グループ」とは問２のとおりであるが、これに該当しない

場合は「別グループ」という。 

１．医薬品卸と医療機関及び薬局（以下「医療機関等」という。）との価格

交渉において、事業者が医療機関等に代わって医薬品卸と価格交渉を行

う場合であって、医療機関等と事業者が別グループの場合（事業者と同一

グループの医療機関・薬局分と別グループの医療機関・薬局分をあわせて

価格交渉する場合も含む。）。 

ただし、事業者が医薬品卸と直接価格交渉せず、医療機関等と医薬品

卸の交渉の場に同席するなど、価格交渉に間接的に関与している場合も
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価格交渉を代行していることに含まれるが、ベンチマークなど価格交渉

に影響を与えるデータの提供のみを行う場合は含まれない。 

 

２．医療機関等と別グループの事業者が大半の医療用医薬品（歯科用医薬品

は除く。）を製薬企業から購入せず、医薬品卸から購入し、医療機関等に

販売している場合、又は医療機関等と別グループの事業者が、医薬品卸と

価格交渉し、医療機関等からの代金回収と医薬品卸への代金支払いを行う

が、医薬品卸への発注や医療機関等からの受注が当該事業者を介さず、医

薬品卸と医療機関で直接行われる場合（事業者と同一グループの医療機

関・薬局分と別グループの医療機関・薬局分をあわせて購入又は代金の回

収や支払いをする場合も含む。）。 

 

問４ 設問２の(２)のイにある「年間での契約ではないが、前年度の上半期と

下半期の妥結価格は同程度」とは、どのように解釈すべきか。 

（答）医薬品の価値の変動による妥結価格の変更等を除き、前年度の上半期の乖

離率と比較して、下半期の乖離率に変動がなかった場合は、当該事項を選択

すること。 

 

問５ 設問３の(１)における単品単価交渉について、記載上の注意の４に「他

の医薬品の価格の影響を受けず、地域差や個々の取引条件等により生じる

安定供給に必要なコストを踏まえ、取引先と個別品目ごとに取引価格を決

める交渉をいう。」とあるが、例えば、取引先と個別品目ごとに取引価格

を決めていたとしても、これに該当しない交渉はあるか。 

（答）取引先と個別品目ごとに取引価格を決めていたとしても、例えば、以下に

ついては、単品単価交渉に該当しないと考えられる。 

 ・総価値引率を用いた交渉 
  ・全国最低価格に類する価格をベンチマークとして用いた交渉 
  ・ベンチマークを用いた交渉の内、配送コストなどの地域差及び購入金額、

支払条件、返品、急配等の取引条件を考慮していない単価をベンチマーク

とし、当該価格で決定する一方的な交渉 
  ・法人格・個人事業主が異なる加盟施設との取引価格の交渉を一括して受託

する業者の価格交渉について、加盟施設ごとの地域差や取引条件等を考

慮しない取引価格での交渉や加盟施設の確認が行われない交渉 
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問６ 設問３の(１)にある「新薬創出等加算品目について単品単価交渉を行っ

ている。」について、例えば、１品目の新薬創出等加算品目のみ単品単価

交渉を行っている保険医療機関又は保険薬局は該当するか。 

（答）取引する複数の新薬創出等加算品目の内、単品単価交渉をした新薬創出等

加算品目が１品目のみの場合や、取引している全ての新薬創出等加算品目

数に対して、単品単価交渉で取引された品目の割合が低い場合は該当しな

い。判断について疑義が生じる場合は、厚生労働省が設置している流通改善

ガイドラインの相談窓口に照会すること。 

 

問７ 設問３の(３)にある「医薬品の価値に変動がある場合」とはどのような

場合が該当するのか。 

（答）「医薬品の価値に変動がある場合」とは、例えば、期中において薬価改定

があった場合が該当する。なお、購入者側の都合で妥結価格を変更する場合

はこれに該当しない。 

 

問８ 設問３の(４)にある「原則として全ての品目について単品単価交渉を行

なっていること。」とはどのように解釈すべきか。 

（答）全ての品目について単品単価交渉を行っている場合は、当該事項を選択す

ること。なお、判断について疑義が生じる場合は、厚生労働省が設置してい

る流通改善ガイドラインの相談窓口に照会すること。 

 

 




